
 

 

経営発達支援計画の概要 

実施者名 

（法人番号） 

韮崎市商工会 （法人番号 ２０９０００５００４５８０） 

韮崎市    （地方公共団体コード １９２０７４） 

実施期間 令和 4年 4月 1日～令和 9年 3月 31 日 

目標 

①先端工業の牽引する「ものづくりの街」の実現に向けた 

技術革新・需要開拓支援の実施 

②工業団地や産業分野別の需要開拓支援と広域連携事業の活用 

③宿場町を継承する商店街の維持および消費拡大支援の実施 

④地域ブランドの形成に向けた需要動向調査と販路開拓支援の実施 

⑤観光商品の開発と受入体制の拡充をはかる基盤整備支援の実施 

⑥担い手育成と魅力再発見を目的としてガイド養成事業の実施 

事業内容 

３．経済動向調査 

①ビックデータの活用（新規）、②韮崎市景気動向調査③産業別景気動向調査 

４．需要動向調査 

①対面型ニーズ調査、②展示商談会での調査、③非対面型ニーズ調査（新規／ク

ラウドファンディングの活用）、④モニターツアー調査 

５．経営状況の分析に関すること 

①経営分析の対象事業者の発掘、②経営分析の内容（Biz ミルの経営分析ツール

を活用） 

６．事業計画策定支援に関すること 

①DX 化推進セミナーの開催および策定支援、②事業計画策定セミナーの開催お

よび策定支援、③専門家派遣による指導・助言（入口支援・磨き上げ） 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

事業計画の遂行状況等により、接触頻度を増やして集中的に支援すべき事業者

と、進捗状況が良好と判断した場合は、訪問回数を減らすなど、フォローアップ

の頻度・回数の見直しを定期的に行う。 

８．新たな需要開拓に寄与する事業に関すること 

①テクニカルショウヨコハマ（工業技術見本市）、②農商工連携マッチングフェ

ア、③ニッポン全国物産展、④-1 業務効率化の支援（SaaS サービスの活用やシ

ステム管理の DX 化）、④-2 販路開拓支援（販売チャネルや需要開拓・販売促進

の DX化） 

連絡先 

韮崎市商工会（URL:https:/ nirasaki.or.jp ） 

〒407-0024 韮崎市本町 1-5-25  TEL：0551-22-2204  FAX：0551-22-9500 

E-mail:  nirasaki@shokokai-yamanashi.or.jp 

 

韮崎市役所 産業観光課 

〒407-8501 山梨県韮崎市水神 1-3-1 TEL:0551-22-1111 FAX:0551-23-1215 

E-mail:  sangyou@city.nirasaki.lg.jp 

 







 
 

   ＜観光＞ 

    韮崎市は南アルプス連峰や瑞牆山・金峰山など秩父山系への登山口へアクセスしやすいため

登山客が多く訪れる。また茅ケ岳丘陵は葡萄の産地となっており、まち・ひと・しごと創生総

合戦略では、『ワインなど戦略的特産品を核にした、農林業・商業・観光産業への発展』とし

て、ワイン特区としてのワイナリーの誘致やツーリズム事業も行ってきた。そのため、収穫体

験やワイナリー見学で訪れる方々も増えてきている。 

    また文化観光の面では、新府城、武田八幡宮等武田氏関連の史跡があり「武田の里」として

のＰＲを行ってきた。 

    実際の入込客数について、令和 2年度山梨県観光入込客統計調査の圏域別観光入込客統計調

査では、韮崎市が含まれる峡北地域では観光入込客数は 232 万人（図表 7）が訪れており、市

内でみると 21 万人（図表 9）となっている。このコロナ禍の影響で、大幅に観光客は減少し

ている。 

 

 
 

  韮崎市総合計画の引用（商工・観光に関連する政策） 

  基本方向 6 魅力と活力に満ちた豊かなまちづくり 

政策 12 地域の特産品を活かしたまちづくり／６次化（産業・観光との連携）・担い手育成事業 

政策 13 魅力と活力があふれるまちづくり／商業振興・先端工業の展開・企業誘致・事業承継 

政策 14 訪れる人が豊かさを実感できるまちづくり／観光振興・観光ルートの形成・観光 PR 

政策 15 豊かさが実感できる働きやすいまちづくり／雇用機会創出・多様な働き方・創業支援 

 

  ※経営改善の支援については、政策 13 に盛り込まれており、「商工業者への経営支援や商工会に

よる経営指導の強化を進めるとともに、人材確保対策など総合的な取り組みを充実し、働きや

すいまちを目指します。」となっている。 

 

 ②課題  

工業分野での企業誘致は奏功した半面、取引先一社の売上構成比が高い事業所もあり、経営リ

スクの回避をはかるため、技術革新と新たな需要開拓が課題となっている。商業においては、地

域購買力の流出と低下が著しく、小規模事業者の密集する商店街への導線・商品力・空き店舗の

利活用が課題である。観光地としては、基盤整備の遅れが目立ち、豊富にある観光資源の磨き上

げと観光ルート開発、観光プロモーションが課題としてみえる。 

また、どの産業でも担い手不足が課題の根幹にある。当会会員満足度調査（令和３年 4月実施）

では、事業承継における意向について聞いた結果、後継者（候補）を探している事業所を含め、

承継を検討している回答数は 79 件／161 件（49％）となっている。事業承継や創業支援に注力

し、産業の維持と創出に向け、韮崎市総合計画にそった経営改善の支援として商工会力をもって

取り組む必要がある。地域ブランドの創出についても産業別（工業・商業・観光）に取り組み、

地域経済の基盤強化の一助となる経営支援が求められる。 

 

  ＜工業＞ 

   近年、半導体製造装置を製造する東京エレクトロン、自動車部品等を取扱う三井金属鉱業など

の大手企業が進出立地し、それらを頂点とする企業城下町が形成され県内有数の製造業生産額を
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誇る「ものづくり」のまちとしての性格が強い。そのため、2011 年の東京エレクトロンの主要

部門の宮城県への移転があり一時低迷したが、その後、同社の事業再編により韮崎穂坂事業所が

同社全体の研究開発の拠点となったことから、関連企業は好調に転じ、市内経済への好影響を与

えている。技術革新やＤＸ化など設備投資をはかり新分野への進出を望む声もある。 

  韮崎市総合計画では、市内事業者の流出抑制と工業団地の造成を掲げ、企業誘致の促進と立地

支援体制の拡充をはかり、市内事業者に対する経営支援と新たな企業の誘致を推進するととも

に、立地企業の支援や市内事業所の労働生産性の向上を強化し、持続的に発展するまちを目指す

ことを基本方針としている。 

 

  ＜商業＞ 

   「山梨県商圏実態調査」によると、平成 25 年の地元購買率（韮崎市の住民が韮崎市内で買い

物をする割合）は 38.9％であったものが、平成 28年には 36.7％となり 2.2ポイント減少した。 

また、利用店舗を見てみると、大型店利用率は平成 25 年の 85.0％から平成 28 年に 88.7％と

3.7 ポイント高くなり、一般小売店(中心商店街に立地する地元の小売店)の利用率は、平成 25

年の 5.3％から平成 28年には 3.2％となり 2.1 ポイントと減少が続いている。 

韮崎市総合計画のなかでも、地元購買率の減少と、一般小売店の多い韮崎駅西側への導線や集

客を課題に挙げている。また空き事業所・店舗については、所有者の貸し出し意向がなく、活用

されないままの状態が続いていることにもふれ、商業振興を、韮崎駅周辺を玄関口として、にぎ

わいとくつろぎ空間を創出するとともに、観光などとの連携により、集客力・波及力の向上に努

め、魅力と活力があるまちを目指すとしている。 

 

  ＜観光＞ 

   山々に囲まれた自然環境の良さ、歴史文化を感じる史跡や街並みなど観光資源は豊富にあり、

交通アクセスもよい。観光入込客数もコロナ禍の影響があるなか、韮崎市には 20 万人超、峡北

エリアでは 232 万人が訪れている。しかし目的地となる特出した観光施設がなく、特産品開発や

観光ルートづくりの遅れなど観光消費の獲得に課題がある。 

   韮崎市総合計画でも、観光基盤整備の遅れが課題とされており、ツーリズムの確立に向けた「コ

ト消費」の観光商品開発、既存イベントの改善、フットパスやスマートフォンのアプリを活用し

てまちなかを周遊するツアーなど新たな観光スタイルへの対応が必要と挙げている。また、観光

PR として、統一コンセプトによるシティプロモーションに取り組むとしている。 

 

 

（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

  ①10 年程度の期間を見据えて 

   韮崎市管内の小規模事業者を取り巻く環境は、令和 12 年（2030 年）の人口推移推計から、生

産年齢人口の減少による産業維持の難しさ、少子高齢化による地域購買力の低下など厳しい予測

ができる。地域経済の衰退は、市民生活の不安から市外への流出にもつながる。 

これを回避するには、市民生活と地域雇用を支えてきた小規模事業者の持続的発展こそが求め

られる。将来のまちづくりや地域活性化の長期的な振興として、空き店舗対策や景観美化など商

業地の整備、観光と連携した地域資源の活用、賑わいの創出、農業と商業の連携推進をはかる。 

   また地域雇用の維持のため、工業分野の企業誘致のほか、技術開発・需要開拓など経営革新に

取り組み、新たな産業創出も見据えた労働生産性の向上もはかる。 

 

  ②韮崎市総合計画との連動性・整合性 

   平成 31 年度（2019 年度）を開始年度とする「韮崎市第 7次総合計画」では、社会動向として、

『人口減少や少子高齢化の進行により経済規模（消費）の縮小や労働力人口の減少が懸念される

中、労働力の確保、後継者不足などへの対応が求められています。女性の潜在的能力の活用や、

産業構造の変化による多様な人材の活用が求められる中、女性活躍推進法が施行されたため、市
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の分析 ＊経営指導員・経営支援員

が対応する 
分析シートの出力を行う。（記帳代行先、マル経融資

の推薦書作成時にも併用する） 

経営状況分析表の作成 
（分析システムから抽出） 

定性面ならびに定量面双方からの分析を行い、財務分

析データだけでなく、自社の現状、目標、課題が分か

りやすく把握できる「経営状況分析表（詳細版）」を

事業者に提供する。 

ローカルベンチマークの

提示（システムから抽出） 
経営診断ツールのローカルベンチマークをもとに、経

営の方向付けと事業計画策定に向けた支援を行う。 

 

 

（４）分析結果の活用 

①小規模事業者へのフィードバック 

分析結果は必要に応じて専門家同席のもとフィードバックを行う。経営上の改善点等につい

て、経営指導員が提案し、今後の事業の方向性を明示し、事業計画策定に向けた支援を行う。 

なお、専門性の高い課題解決が必要な際は、山梨県商工会連合会や中小企業１１９による専門

家派遣や山梨県よろず支援拠点が実施する窓口相談等と連携し課題解決に取り組む。 

 

②経営指導員の共有 

分析結果は、BIZ ミル内に保管し内部共有するとともに、月例支援会議での指導方針の協議や、

法定経営指導員等の経験・実績が高い職員が OJT 等で教育することで、経営指導員ごとの分析

レベルの差を埋めていく。 

 

 

６．事業計画策定支援に関すること 

（１）現状と課題 

本会では、これまで年間 60 件程度の事業計画の策定を支援している。その多くは、持続化補助

金やものづくり補助金、創業者向けの補助金申請に際した策定の支援である。そのため、非財務分

析は計画に落とし込めているが、財務分析については、収支計画や資金繰り表、損益分岐点分析、

キャッシュフロー分析は簡易的かつ積算の根拠が曖昧で整合性に欠ける不十分な内容であった。 

また小規模事業者にとっては、日々の経営・商売が優先され、計画づくりの必要性、その意味や

意義について理解が不十分な場合が多い。実際に、補助金申請のために事業計画を策定するという

「手段の目的化」が多く見受けられ、そのため支援も端的になりやすく、担当する経営指導員の判

断に任せたかたちで、計画的な支援は行われていなかった。 

 

今後は、事業計画の必要性について、具体的に説明できるよう計画策定の意味合いやメリット、

また活用方法を体系化したうえで説明・指導を行う。セミナー開催や専門家派遣においても計画策

定の前提や目的を説明する場をつくり、事業者が理解を深められるよう改善する。 

また当会から提供する地域の経済状況や需要動向の情報が少なく、情報量も職員間で差がでてお

り、事業者や地域の実態に合わない事業計画が作成されやすいことも課題であるため、「３．経済

動向調査」や「４．需要動向調査」および「５．経営状況の分析」をもとに、実効性の高い計画策

定にむけ、支援・指導は、職員間で協議した結果をもって提案するよう改善したうえで実施する。 

 

 

（２）支援に対する考え方 

  支援対象となる小規模事業者に対して、事業計画を策定することの重要性や有益性について理解

を深めてもらうために、指導にあたる経営指導員が、事業計画の意味合いの理解を改める必要があ

る。事業計画は、経営計画の目標を達成するためのひとつの要素である。策定支援においては、経
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②市場調査と分析（経済動向と需要動向をもとに開拓する市場を選択し戦略を決める） 

③事業計画の策定（事業ドメインをまとめ分析結果をもとに課題解決の手段を決める） 

 

【支援の行動指針】 

1.商工会で集積した経済動向調査の結果を HP や会報誌にて公開し、メルマガ・FB で告知する。 

2.商工会の支援実績や補助金の活用事例を体系化し、事業者に伝わるように編集し提供する。 

3.セミナーを通じて、具体的な事業計画の策定手順や活用する補助金事業を理解してもらう。 

4.窓口相談・巡回指導においても情報提供と提案の糸口が見つかるようにヒアリングをする。 

5.事業計画の策定支援の対象事業者を選定し、専門家派遣を活用しながら計画づくりをする。 

6.策定後のフォローアップは進捗確認、事業評価、計画の見直しなど PDCA でフォローする。 

 

 

（４）事業内容 

  ①DX 化推進セミナーの開催および策定支援 

 

   ①-1 業務効率化（SaaS サービスの活用やシステム管理の DX化） 

「次世代ものづくり」を目指す工業（主に製造業）の事業者を対象とした、業務管理や製造工

程の DX 化はかるためのセミナーを開催する。 

 

   【講座内容】業務プロセスの自動化（AIや RPA）、品質管理・省人化、情報セキュリティ 

【実施回数】上記いずれかのテーマのうち 1回 

【受講定員】各回 20 名程度（オンライン受講含む） 

【募集方法】開催チラシの配布・HP 掲載（メルマガ・Facebook で告知） 

 

   ①-2 販路開拓支援（販売チャネルや需要開拓・販売促進の DX 化） 

   「変化する市場環境での優位性を保つ」ため、デジタル化は進む顧客行動の変化に対応した販

路開拓の DX 化を目指す商業・観光業を対象とした DX 導入・活用セミナーを開催する。 

 

【講座内容】SNS・EC・動画など Web メディア、顧客管理・営業支援、キャッシュレス決済 

【実施回数】上記いずれかのテーマのうち 1回 

【受講定員】各回 20 名程度（オンライン受講含む） 

【募集方法】開催チラシの配布・HP 掲載（メルマガ・Facebook で告知） 

 

 

  ②事業計画策定セミナーの開催および策定支援 

   ②-1 事業計画作成セミナー 

計画策定の意義やメリットを伝え、経営意識の変化を促し、計画づくりを通じた経営力向上を

はかるため、セミナーと個別相談を併用し、具体的で実現性のある事業計画の策定を支援する。 

 

【講座内容】事業計画の策定に向けた要件整理や経営課題の抽出、経営資源や事業環境の分析

に役立つフレームワークや分析ツールの活用方法の クチャーを行う。また事業

計画作成による成果・効果について全国・地域の事例共有、経済動向の情報提供

を行うことで経営意欲を喚起させ、経営意識の変化を促す。 

【実施回数】年 2回 

【受講定員】各回 20 名程度（オンライン受講含む） 

【募集方法】開催チラシの配布・HP 掲載（メルマガ・Facebook で告知） 
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【階層イメージ】 

部署別（支援課・総務課） 

┗事業（大分類） 

 ┗事業名（中分類） 

   ┗支援資料（要綱・手順書・他資料） 

   ┗事業所名 

    ┗支援実績・報告書_1 

は類似する経営課題をもつ事業者への支援ノウ

ハウとして活かせる。（業務の平準化） 

 また支援の実施状況を定量的に把握でき、目

標達成度・遂行状況も即座に把握できる。この

定量での進捗管理とあわせて、支援会議や評価

検討会において定性的な情報の共有をはかり、

商工会全体の資質向上がはかれる。 

 

 

１１．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 

（１）現状と課題 

  他の支援機関との連携は、日本政策金融公庫および山梨県中北ブロック商工会（6団体）との経

営貸付推薦団体連絡協議会にて融資に関連した情報交換を行っている。現状は広域での連絡会議の

形式のみであるため、地域の経済環境、管内の景況感、支援状況などの情報収集も必要である。そ

のため、管内の金融機関との連絡協議会の立ち上げ、管内の資金需要の動向や支援連携の具体策の

検討を行う。 

今後は、各支援機関や金融機関等と連携を強化することで支援ノウハウを共有し、当会の経営指

導員の資質向上に役立てる。情報交換にて得た支援策や施策情報等については、地域の小規模事業

者に対する支援に活用する。 

 

 

（２）事業内容 

  ①経営改善貸付推薦団体連絡協議会（年 1回） 

   【連携先】日本政策金融公庫・山梨県中北ブロック商工会（6団体） 

   【内 容】金融あっせん状況の報告、各商工会管内での資金需要の動向などの共有 

 

  ②管内金融機関との事業融資に関する連絡協議会（年 1回） 

   【連携先】山梨中央銀行韮崎支店、甲府信用金庫韮崎支店、山梨県民信用組合韮崎支店 

        山梨信用金庫韮崎支店、日本政策金融公庫甲府支店（韮崎市担当者） 

   【内 容】管内の資金需要の動向や景況、融資制度・支援制度の情報共有 

        連携事例の発表（協調融資・設備投資計画・補助金事業の支援など） 

 

 

Ⅲ．地域経済の活性化に資する取組 

 

１２．地域経済の活性化に資する取組に関すること 

（１）現状と課題 

韮崎市の産業課題は、工業分野においては、企業誘致は奏功した半面、取引先一社の売上構成比

が高い事業所もあり、経営リスクの回避をはかるため、技術革新と新たな需要開拓が課題となって

いる。また生産年齢人口の市外流出は歯止めがきかず働き手不足の懸念が高まっている。 

商業では、大型商業施設の進出と少子高齢化により、まちなかの商店街では、地域購買力の流出

と低下が著しく、小規模事業者の密集する商店街への導線・商品力・空き店舗の利活用が課題であ

る。また観光事業には山梨県内の観光地域と比べると担い手やブランド PR は不十分である。まだ

まだ観光地としての受入整備は遅れが目立ち、豊富にある観光資源の磨き上げと観光ルート開発、

観光プロモーションの実施が喫緊の課題となっている。 

 

  これらの課題解決にむけ、韮崎市商工会では、他の支援機関と連携した地域活性化支援組織を形
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和５年４月現在） 

 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発達

支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与体制 

等） 

 

  韮崎市商工会の実施体制は、経営指導員３名を中心とした事務局職員７名で行うものとし、事業

計画、検証、評価、改善については新たに設置した評価委員会で行う。 

 

 
 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する経営指

導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

 

① 当該経営指導員の氏名、連絡先 氏 名：石川 充

 連絡先：韮崎市商工会 TEL:0551-22-2204 

 

②当該経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

経営発達支援計画の策定・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の評価・

見直しをする際の必要な情報の提供等を行う。（毎月 1 回 事務局支援会議にて対応） 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会／商工会議所        韮崎市商工会 

〒407-0024 山梨県韮崎市本町 1-5-25 

                   TEL: 0551-22-2204  FAX: 0551-22-9500 

                   E-mail:  nirasaki@shokokai-yamanashi.or.jp 
  

②関係市町村            韮崎市役所 産業観光課 

                   〒407-8501 山梨県韮崎市水神 1-3-1 

                   TEL: 0551-22-1111 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

必要な資金の額 204,809 66,800 67,400 67,800 68,400 

 

県補助金 

市補助金 

会費 

手数料等 

 

31,643 

149,809 

12,282 

11,075 

31,800 

11,600 

12,300 

11,100 

32,000 

11,800 

12,400 

11,200 

32,200 

11,800 

12,500 

11,300 

32,400 

12,000 

12,600 

11,400 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

県補助金（山梨県商業振興関係補助事業） 

市補助金（韮崎市商業団体等補助事業） 

会費（年会費一括徴収） 

手数料（共済事業、税務・労務事務手続き料） 

特別賦課金・受益者負担金（都度徴収） 

 

※R3 年度は、商品券事業に関する予算 136,595 千円が含まれているため金額が増えている。 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 
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